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・当セミナーは、情報提供を目的としており、特定の商品の推奨や売買に関する断定的判断の提供を目的とするものではありません。
・当セミナーにおいて、信用取引、先物・オプション取引や外国為替証拠金取引（FX）を含む当社取扱商品の勧誘を目的とした商品説明やご案内等、および証券口座開設のご案内をさせていただくことがあります。 
・カブドットコム証券のお取扱商品へのご投資の際は、各商品に所定の手数料や諸経費等をご負担いただく場合があります。各商品等は価格の変動、金利の変動、為替の変動等により投資元本を割り込むおそ
れがあり、また商品等によっては投資元本を超える損失（元本超過損）が生じるおそれがあります。
・各商品の手数料等は、商品、銘柄、取引金額、取引チャネル等により異なり多岐にわたるため、具体的な金額または計算方法を記載することができません。手数料等の詳細は、当社ホームページ
（https://kabu.com/cost/）をご覧ください。手数料等には消費税が含まれます。
・自動売買を含むすべての注文は、必ず約定するものではありません。
・当社お取扱商品の手数料等およびリスクの詳細については、契約締結前交付書面、上場有価証券等書面、目論見書、約款・規定集および当社ホームページの「ご投資にかかる手数料等およびリスクについて」
（https://kabu.com/company/info/escapeclause.html）や取引ルール等をよくお読みの上、投資の最終決定はご自身のご判断とご責任でおこなってください。

＜現物株式取引（プチ株®含む）に関するご注意事項＞
・株式は、元本や利益を保証するものではありません。株式は、金利の変動、為替の変動等により価格が変動するため、投資元本を割り込むおそれがあります。
・現物株式の手数料の概要は次のとおりです。＜現物株式＞最大3,690円（お電話での注文は、自動音声応答：100円、オペレーター経由：2,000円が別途加算）
＜プチ株＞約定金額2万円以下：100円、以降約定金額1万円増加まで毎に67円加算（お電話での注文は、オペレーター経由：2,000円が別途加算）

＜信用取引に関するご注意事項＞
・信用取引の対象となる株式（ETF、ETN、REIT等を含む）は、元本や利益を保証するものではありません。株式は、金利の変動、為替の変動等により価格が変動するため、投資元本を割り込むおそれがあります。
・信用取引をおこなうには、売買代金の30％以上かつ30万円以上の保証金の差し入れが必要であり、保証金の最大約3.3倍のお取引が可能です。信用取引は、差し入れた保証金を上回る金額の取引が出来るた
め、損失の額が差し入れた保証金を上回る（元本超過損）おそれがあります。
・信用取引に際して、売買手数料・信用管理費・名義書換料をお支払いいただくほか、買付けの場合は買付代金に対する金利を、売付の場合は売付株式等に対する貸株料及び逆日歩（品貸料）をお支払いいた
だきます。信用取引の手数料等の概要は次のとおりです。＜手数料＞最大1,200円 ＜買方金利＞最大3.6% ＜売方金利＞0% ＜貸株料＞最大3.9%

＜投資信託に関するご注意事項＞
・投資信託は、元本や利益（分配金を含む）を保証するものではありません。組み入れた金融商品の値動き等により基準価額が変動するため、投資元本を割り込むおそれがあります。
・投資信託は銘柄により、販売手数料とは別に信託報酬、解約手数料、その他手数料等を要するものがありますが、銘柄毎に要件・料率等が異なりますので表示できません。手数料等は、当社ホームページの目
論見書および目論見書補完書面等にてご確認ください。

＜指数先物取引・指数オプション取引に関するご注意事項＞
・指数先物取引および指数オプション取引は、元本や利益を保証するものではありません。指数先物取引および指数オプション取引は、対象指数の変動等により価格が変動するため、投資元本を割り込むおそれ
があります。
・指数先物取引および指数オプション取引をおこなうには、「SPAN®証拠金額×当社が定める掛目－ネット・オプション価値の総額」で計算される証拠金の差し入れが必要です。なお、証拠金の額は、金融商品取
引所等の規制及び当社独自の判断で変更されることがあります。このため、取引金額の証拠金額に対する比率は一定でなく、明記することができません。
・指数先物取引では、差し入れた証拠金を上回る金額の取引が出来るため、損失の額が証拠金の額を上回る（元本超過損）おそれがあります。また、指数オプションの売りをおこなった場合、予測に反する方向へ
大きく向かった場合、損失の額が証拠金の額を上回る（元本超過損）おそれがあり、また損失額が限定されていません。
・指数先物取引および指数オプション取引の手数料の概要は以下のとおりです。

指数先物取引、指数オプション取引：(http://kabu.com/item/fop/cost.html)

＜外国為替証拠金取引に関する注意事項＞
・外国為替証拠金取引（シストレFX®、店頭FX、くりっく365）は、元本や利益（スワップポイントを含む）を保証するものではありません。外国為替相場や各国通貨の金利の変動等により、元本を割り込むおそれがあ
ります。
・外国為替証拠金取引は、お客さまが行う取引の金額が、その取引についてお客さまが預託しなければならない証拠金の額に比べて大きい額となっているため、損失の額が証拠金の額を上回る（元本超過損）お
それがあります。
・外国為替証拠金取引の取引手数料は次のとおりです。なお、取引にあたっては提示する売値と買値の間には差額（スプレッド）があります。スプレッドは通貨ペアごとに異なります。＜シストレFX®＞無料 ＜店頭
FX＞無料 ＜くりっく365＞無料 ＜くりっく365ラージ＞片道1枚あたり1,015円（税込）
・外国為替証拠金取引をおこなうにあたって、お客さまが預託しなければならない必要証拠金は次のとおりです。

免責事項



＜シストレFX®＞
個人口座：取引金額の4%以上（レバレッジの上限は約25倍）
法人口座：金融先物取引業協会が算出した通貨ペアごとの為替リスク想定比率を取引金額に乗じて得た額以上（為替想定リスク比率とは、金融商品取引業等に関する内閣府令第117条第27項第1号に規定され
る定量的モデルを用い算出したものです）。この証拠金額は、取引対象である為替の価格変動に応じて変動しますので、レバレッジは一定ではなく明記することができません。

＜店頭FX＞
・個人口座：通貨ペアにより1万通貨あたり25,000円～1,000,000円（当社の定める証拠金コース）または取引金額の4%のいずれか大きい額以上（レバレッジの上限は約25倍）
・法人口座：通貨ペアにより1万通貨あたり25,000円～1,000,000円（当社の定める証拠金コース）または金融先物取引業協会が算出した通貨ペアごとの為替リスク想定比率を取引金額に乗じて得た額のいずれか
大きい金額以上（為替想定リスク比率とは、金融商品取引業等に関する内閣府令第117条第27項第1号に規定される定量的モデルを用い算出したものです）。この証拠金額は、取引対象である為替の価格変動に
応じて変動しますので、レバレッジは一定ではなく明記することができません。

＜くりっく365＞
個人口座：東京金融取引所が定めるレバレッジ25倍上限付HV方式（レバレッジ25倍に相当する金額と、その時々の相場変動を踏まえ、ヒストリカル・ボラティリティ（HV）に基づいて算出した金額のうち、いずれか
大きい方の金額を証拠金基準額とする方式）による証拠金基準額（レバレッジの上限は25倍）。
法人口座（*）：東京金融取引所が定めるHV方式（その時々の相場変動を踏まえ、ヒストリカル・ボラティリティ（HV）に基づいて算出した金額を証拠金基準額とする方式）による証拠金基準額。この証拠金基準額は、
過去の為替の価格変動に応じて変動しますので、レバレッジは一定ではなく明記することができません。
（*）以下に該当する法人口座については、個人口座に対する証拠金規制が適用されております。
・2012年4月20日以前にくりっく365取引口座開設済みの法人口座
・2012年4月21日以降、2017年2月24日までにくりっく365取引口座開設済みだが開設手続き時点で「証拠金規制の解除」の申込（任意）を行わなかった法人口座
・外国為替証拠金取引では、証拠金額が一定の割合を下回ると「ロスカットルール」により強制的に反対売買がなされますが、差入れた証拠金を上回る金額の取引が出来るため、短期的に予測に反する方向へ
大きく向かった場合、証拠金の大部分あるいは証拠金の額を上回る損失が生ずるおそれがあります。

＜取引所株価指数証拠金取引に関するご注意事項＞
・取引所株価指数証拠金取引（株365）は、元本や利益（金利・配当金相当額を含む）を保証するものではありません。取引所株価指数は、対象指数の変動や為替相場の変動等により取得価格に対し変動するた
め、元本を割り込むおそれがあります。
・取引所株価指数証拠金取引のお取引に際し、当社が定める証拠金を差入れる必要があります。証拠金額は、東京金融取引所が発表する証拠金基準額をもとに当社が定める額であり、証拠金額は東京金融取
引所の規制及び当社独自の判断で変更されることがあります。このため、取引金額の証拠金額に対する比率は一定でなくその比率を明記することができません。
・取引所株価指数証拠金取引の手数料は、1枚あたり153円（税込）です。また、対象となる銘柄によっては、売り方は所有期間に応じ、所定の金利を支払う必要があります。
・取引所株価指数証拠金取引は、お客さまが行う取引の金額が、その取引についてお客さまが預託しなければならない証拠金の額に比べて大きい額となっているため、損失の額が証拠金の額を上回る（元本超
過損）おそれがあります。
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＜NISAに関するご注意事項＞
・NISA口座の開設にはカブドットコム証券の証券口座開設いただく必要があります。
・当社におけるNISA口座の取扱商品は、国内株式（現物株式、プチ株®（プレミアム積立®含む）、上場投資信託（ETF）、不動産投資信託（REIT）、上場投資証券（ETN）などを含む）および公募株式投資信託（プレミ
アム積立®含む）です。これらの商品は、価格の変動等により損失が生じるおそれがあります。
・NISA口座の取引手数料は以下のとおりです。なお、口座開設料（維持手数料）は無料です。
＜国内株式（プチ株®除く）＞　買付手数料：無料、売却手数料：通常の現物株式手数料の取引手数料
＜投資信託（プレミアム積立®含む）＞　各銘柄によって手数料は異なります。各銘柄のページ等にてご確認ください。
＜プチ株®（プレミアム積立®含む）＞　プチ株®およびプレミアム積立®の取引手数料
・NISA口座の取引チャネルは、インターネット（PC）、スマートフォン（スマートフォンアプリ）、お客さまサポートセンター（オペレーター）のみとなっております。なお、プレミアム積立®はお客さまサポートセンター（オペ
レーター）ではお受けできません。また、お客さまサポートセンター（オペレーター）でのお取引は、2,000円(税抜)が別途加算されます（ただし、株式買付時は無料です）。
・NISA口座の非課税投資枠は年間120万円（2014年～2015年は年間100万円）です。NISA口座では一度売却するとその非課税投資枠の再利用はできません、また、利用しなかった非課税投資枠は翌年以降に繰
り越せません。
・年間の投資額が非課税投資枠を超えた場合は、超えた注文すべてが課税対象となります。
・同一年において複数の金融機関等にNISA口座を開設することはできません。同一年内であってもNISA口座を開設する金融機関等を変更することができますが、すでにNISA口座内で買付をしている年分につい
ては、同一年中の金融機関等の変更はできません。また、他の金融機関等にNISA口座内の商品を移管することはできません。
・複数の金融機関等で申し込んだ場合、希望する金融機関等でNISA口座が開設できない可能性や、口座開設が大幅に遅れる可能性があります。
・上場株式等の配当等は、NISA口座を開設する金融機関等経由で受け取らないものは非課税となりません。NISA口座で配当等の非課税メリットを享受するためには、NISA口座を開設する金融機関等経由で交付
する（配当金の受取方法を「株式数比例配分方式」にする）必要があります。
・NISA口座における配当および譲渡所得は非課税となりますが、同様に損失も税務上ないものとみなされます （課税未成年口座を除く）。このため、NISA口座の損失を他の口座の所得と損益通算できません。投
資信託において支払われる分配金のうち元本払戻金（特別分配金）は従来非課税であり、NISA制度のメリットは享受できません。また、投資信託の分配金の再投資分は、その年の非課税投資枠を利用します。
・NISA口座は、カブドットコム証券の証券口座を解約された場合、非居住者となった場合、または口座名義人が死亡した場合は廃止となります。その場合は死亡日または出国日が口座廃止日となります。過去に
NISA口座にて保有の上場株式等に配当金や売却益等が発生していた場合は、遡及して課税されることになります。

・お問い合わせ・ご相談・苦情等 
お客様サポートセンター　フリーコール 0120-390-390
※携帯・PHS・050で始まるIP電話からは 03-6688-8888 （※通話料は有料になります） 

・ 苦情について当社以外の窓口
 特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター
電話：0120-64-5005
・ 掲載情報は2018年2月20日現在のものです。詳細および最新情報は当社ホームページ（ https://kabu.com/）にてご確認ください。

カブドットコム証券株式会社
金融商品取引業登録番号：関東財務局長（金商）第61号
銀行代理業許可番号：関東財務局長（銀代）第8号
加入協会：日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会

免責事項
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 （単位：百万円） 
2016年度 2017年度 

前四半期比 第１四半期 
（4-6月） 

第2四半期 
（7-9月） 

第３四半期 
（10-12月） 

第４四半期 
（1-３月） 

第１四半期 
（4-6月） 

第2四半期 
（7-9月） 

第3四半期 
（10-12月） 

 営業収益 5,610 4,727 5,462 8,028 5,965 5,421 6,681 +23% 

    受入手数料 2,584 2,186 2,556 2,515 2,496 2,377 2,915 +23% 

  

  金融収益 2,683 2,283 2,640 2,568 2,898 2,719 3,436 +26% 

  トレーディング損益 342 257 264 243 224 249 241 -3% 

  システム販売 - - - 2,700 346 73 87 +18% 

 金融費用 714 503 773 650 891 594 1,005 +69% 
 (金融収支＝金融収益－金融費用） 1,969 1,779 1,866 1,917 2,006 2,124 2,431 +14% 

 システム販売費用 - - - 2,145 335 47 59 +24% 

 (システム販売収支＝システム販売－システム販売費用） - - - 555 10 25 28 +9% 

 純営業収益 4,896 4,224 4,688 5,232 4,738 4,778 5,616 +18% 

 販管費  2,893 2,946 2,788 2,907 3,548 3,111 2,947 -5% 

 営業利益 2,002 1,277 1,900 2,325 1,189 1,667 2,669 +60% 

 経常利益  2,031 1,350 1,949 1,986 1,208 1,697 2,694 +59% 

 税引前純利益 2,693 1,761 2,287 1,958 2,065 1,708 2,934 +72% 

 四半期純利益 1,862 1,215 1,580 1,348 1,423 1,166 2,026 +74% 

(参考)二市場株式等個人委託売買代金/日(億円) 11,170 10,212 11,302 10,856 11,221 11,072 14,541 +31% 

決算概況（四半期推移） 

• 純営業収益増収、販管費減少により、増収増益。経常利益は前四半期比+59％。 
• 投資有価証券売却益239百万円あり、純利益は前四半期比+74％。 

決算概況 
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ネット証券大手5社シェア 
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日本：個人株式資産（上場株式のみ）：(A) 

ネット証券大手5社預り資産：(B) 

預り資産シェア：(B)÷(A) 

億円 

日本の個人株式資産とネット証券大手５社預り資産 二市場１日あたり株式等個人委託売買代金と
ネット証券大手５社シェア 

兆円 

※日本銀行『資金循環統計』、各社公表資料より当社算出 
※「日本：個人株式資産」は、上場株式のみの残高 ※日本取引所グループ、各社公表資料より当社算出 

株式等個人市場ハイライト 
リテール業務 
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• 当社信用買建評価損益率は214週連続で二市場を上回る（2013年10月以来）。 
• 12月末週の信用評価損益率（買残）の二市場合計との格差は5.3pt。 

※ 二市場評価損益率は、日本取引所グループ公表資料より当社算出。二市場、当社ともに各週最終営業日の信用評価損益率を表している。 
※ 信用評価損益率は、「評価損益率＝評価損益÷信用建玉残高」にて算出。 

リテール業務の取り組み ～信用買建評価損益率推移～ 

5.3pt 

当社のお客さま評価損益は 
214週連続で二市場を上回る 

経営目標 
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リテール業務 

■主要証券会社10社内における当社NISA口座比率推移 
 (当社NISA口座数÷主要証券会社10社NISA口座数） 

2.8% 

2.3% 

1.5%

2.0%

2.5%

当社ＮＩＳＡ口座シェア（左軸） 
当社ジュニアＮＩＳＡ口座シェア（右軸） 

(17/11) 

(17/11) 

14,000

18,000

22,000
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14000
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22000

株式(左軸) 

投信(左軸) 

日経平均(右軸) 

※「実現損益＋評価損益」は、株式および投信の {(各月末までの売却累計金額) 
   ＋(各月末時点での時価評価額)}－(各月末までの買付累計金額) で計算 

■NISA口座の状況（2017年12月末時点） 

 NISA口座 ：153,963口座（前年同期比+15.3％） 
 稼働顧客数  ：  62,993口座（前年同期比+ 5.5％） 
 稼働率    ：   40.9%（前年同期比 － 3.8pt） 
 平均投資額  ：    76.3万円（前年同期比 + 1.0％） 

※「稼動顧客数」は、2017年に1円でもNISA口座で買付をおこなった口座数 

順
位 株式 投信 

1 すかいらーく☆ ニッセイ外国株式インデックスファンド★ 

2 日産自動車☆ ワールド・リート・オープン★ 
（毎月決算型）  

3 みずほFG ニッセイ日経225インデックスファンド★ 

4 KDDI☆ ｅＭＡＸＩＳ バランス★ 
(８資産均等型) 

5  SUBARU ニッセイグローバル好配当株式プラス★ 
（毎月決算型）  

参
考 カブドットコム（21位）☆ ― 

■人気銘柄（NISA買付金額ランキング：2017年12月） 

■NISA口座損益推移（実現損益+評価損益） 

     14/1   4    7    10   15/1     4     7     10   16/1     4   7  10  17/1   4    9 11   
※   日本証券業協会公表数値より当社作成 

☆株主優待のある株式 
★ノーロード（手数料無料）の投資信託 

NISA（少額投資非課税制度） 

     14/1     4     7     10   15/1    4   7   10  16/1    4    7    10   17/1   4     7   9    12   
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現物シェア（左軸） 信用シェア（右軸） 

当社の現物シェア・信用シェア推移（2005Q1～2017Q3） 大手ネット証券5社株式等シェア推移（2005Q1を100とした指数表示） 

※当社および各社シェアは、日本取引所グループ公表資料および各社ＨＰ公表資料より当社算出 

15/11 
現物株式手数料改定 

14/4～ 
新TVCM放映 

13/1 
信用証拠金 
規制緩和 

06/1 
Meﾈｯﾄ証券との合併 

10/1 
ｱﾛｰﾍｯﾄﾞ稼動 

14/1 
NISA開始 

12/2 
信用売短開始 

10/12 
Kabuｽﾃｰｼｮﾝ稼働 

16/1 
ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ開始 

• 株式個人が売り越しとなる中、当社株式等シェアは横ばい。 
• 現物シェア5.9％、信用シェア10.4％。 

リテール業務の取り組み ～株式等シェア推移（現物・信用）～ 

148 
5.9％ 

10.4％ 

当期の取り組み 



©2001-2018 kabu.com Securities Co., Ltd. All rights reserved. 

当期の取り組み 

当期の主な取り組み 
当四半期（2017年10月～12月）における主な取り組み 

10月 
 kabu.com APIとKDDIのIoT技術の連動による「株価連動LEDセンサー」をCEATECに出展 
 主要ネット証券初の口座開設アプリ『スマート証券口座開設』が Google Playファイナンス部
門新着無料で1位を獲得 

11月  当社お客さまのキャピタルゲイン課税額が過去最高を記録 
 クラウドベース音声サービス「Amazon Alexa」に対応する「カブコム for Alexa」提供開始 

12月 
 スマートフォン専用アプリ「kabu STATION for Android」をリリース 
 kabuステーション®にアクティブトレーダー向け「リアルタイム資産評価」をリリース 
 じぶん銀行 × カブドットコム証券同時口座開設スタート 
 ストレステスト機能を提供するリスク管理ツール「AIデリバティブ」をリリース 

（参考）上期（2017年4月～9月）における主な取り組み 
 新イメージキャラクターに森高千里さんを起用 (新TVCM「窓辺」篇 全国放映開始) 
 auスマートパス向け投資情報配信アプリ「kabu smart for au」リリース  
 kabu.study（カブスタディ）第三弾「自分に合った投資信託を見つけよう！」講座をリリース  
 画像認識AIと超高速リアルタイム処理を活用したチャートツール「AlpacaSearch for kabu.com」をリリース  
 人気スクリーニングツール「カブナビ®」がタブレット・MacOSに対応し大幅リニューアル  
 動意銘柄発見ツール「リアルタイム株価予測」が複数枚表示に対応！  
 kabuステーション®専用アプリ「kabu STATION for iPhone」リリース 
 Fintechスタートアップ「Good Moneyger」とゲーミフィケーションで金融投資教育を推進 
 決算短信を高速で自動分析するレポートサービス「xenoFlash for kabu.com」の提供を開始 
 HDI「Webサポート格付け」および「問合せ窓口格付け」で最高評価の「三つ星」を獲得 
 人気バーチャルトレードアプリ「iトレ」のFX版に当社シストレFXのレートを提供 
 口座開設専用アプリ『スマート証券口座開設』をリリース  
 信託報酬実額シミュレーションツールの提供～投資信託の“コストの見える化”を実現～ 
 投資信託の基準価額の変動要因分析をシミュレーションできるツールの提供開始 
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7,000 純営業収益（左軸） BtoBtoC関連収益(左軸） BtoBtoC関連収益比率(右軸） 
百万円 

金融商品仲介（億円）  
2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 前Q比 

 純営業収益 4,435 5,026 5,887 5,610 5,776 6,028 5,260 5,324 4,896 4,224 4,688 5,232 4,738 4,778 5,616 +18% 

 BtoBtoC関連収益 362 361 423 426 420 456 419 389 356 308 315 842 346 361 415 +15% 

 BtoBtoC関連収益比率 8.2% 7.2% 7.2% 7.6% 7.3% 7.6% 8.0% 7.3% 7.3% 7.3% 6.7% 16.1% 7.3% 7.6% 7.4% -0.2pt 

 二市場株式等個⼈委託売買代
⾦/⽇ 10,690 12,435 14,195 13,876 14,687 14,379 12,180 12,222 11,170 10,212 11,302 10,856 11,221 11,072 14,541 +31% 

※ BtoBtoC関連収益＝ASP収益+API収益+オンライン商品仲介収益+システム販売収支 
※ASP収益は、シストレFX全体収益に提供ASPの約定金額比率を乗じたもの 
※API収益は、株式委託手数料と金融収支にAPI経由の株式約定比率を乗じたものと、先物委託手数料にAPI経由の先物約定比率を乗じたものの合算値 
※オンライン商品仲介収益は、オンライン商品仲介提携商品の関連手数料と金融収支にオンライン商品仲介の株式約定金額比率を乗じたものの合算値 
※システム販売収支は、他社に提供するシステム開発および保守に関連する収支 

BtoBtoC業務による実績推移 

• 安定収益基盤のBtoBtoC関連収益は着実に増加。 

当期の取り組み 

A：三菱UFJモルガン・スタンレー証券へのインターネット株式取引システム提供（2016Q4） 

A
↓ 
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Fintechの取り組み 

協働施策 スマートフォンアプリのリリース 

当期の取り組み 

●よりスピーディーに 
発注画面への遷移は、銘柄名を長押するフリック操作で可能。 

●よりスマートに 
２WAY注文画面では、最短1タップ売買が完了。 

●より便利に 
銘柄検索時に、キーワードで検索いただける予測検索。 

kabuステーション® スマホアプリリリース 
（iPhone版2017年7月3日、Android版2017年12月1日） 
kabuステーション®(PC)のハイクオリティ機能はもちろんのこ
と、“よりスピーディーに”、“よりスマートに”、“より便利に”
をコンセプトとしたUI/UX設計により、ストレスフリーな取引
環境を実現。 

（当社スマホ経由での株式約定件数推移） 

＜金融投資教育＞ 
 
JPX（日本取引所グループ）との協業により本格的なデリ
バティブ教育投資を開始 
 ～ 投資教育カリキュラム「kabu.study」第五弾 

＜同時口座開設＞ 
 
じぶん銀行×カブドットコム証券同時口座開設スタート 
 ～ MUFG×KDDIのデジタルチャネルとして若年層の資産形成 
   のサポートを強化 

＜KDDIとの協業＞ 
 
KDDI株式会社のIoT技術の連動による「株価連動LEDセン
サー」をCEATECに出展 
 ～ 異業種間でのシナジー追求 

＜クラウドベース音声サービス＞ 
 
Amazonが提供するクラウドベースの音声サービス
「Amazon Alexa」に対応する「カブコム for Alexa」の
提供を開始 
 ～ kabu.com APIの活用 

2013年～ アベノミクス開始 

17
/1

2 
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経営目標の基本的な考え方 
「自己資本に対する利益率の向上」と「積極的な株主還元」を企業価値最大化の基盤に位置づけ。 

ROEと株主還元方針 

 利益率指標にROEを採用、ROE20％を経営目標。2017Q1～Q3累積のROEは12％（年率換算）。
 株主還元は「総還元性向」を重視、前々期からの3ヵ年度で平均100％を目標。
 年間配当は「配当性向50％かつDOE4%」を下限、自己株式取得は機動的に実施。

決算期 当期純利益 ROE 
1株配当額 

配当総額 配当性向 DOE 自己株取得 総還元額 総還元性向 
中間 期末 年間 

2013年度 66億円 17.0% なし  9.0円  9.0円 31億円  48% 8.1% なし 31億円  48% 

2014年度 76億円 17.2% なし 11.5円 11.5円 40億円  52% 9.1%  8億円 48億円  64% 

2015年度 80億円 17.7% 6.0円 6.0円 12.0円 40億円  51% 9.1% 38億円 79億円 100% 

2016年度 60億円 13.9％ 6.0円 6.0円 12.0円 40億円  68% 9.4% 19億円 59億円 99% 

2017年度（中間） 25億円 12.1％ 6.0円 未定 未定 19億円  77% 4.7% 未定 19億円 77% 

株主還元実績 

※2015年7月実施の株式分割について遡及修正を実施 
※2016年度の自己株取得、総還元額、総還元性向は、2017/2/9～2017/4/5に取得した自己株式総額から算出 

経営目標 ～ＲＯＥと株主還元方針～ 
経営目標 
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